様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2021年　9月22日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきかいしゃ　ひさの
                              　一般事業主の氏名又は名称 　
                                　　　　　　　　 株式会社　ヒサノ
（ふりがな） くぼ　まこと
                     （法人の場合）代表者の氏名 代表取締役 　久保　誠   印
住所　〒８６１－４１０６
熊本県熊本市南区南高江２丁目１－１５
法人番号　５３３０００１００３９２２
　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社ヒサノ　DX戦略　　
「パーパス」「ビジョン」「DX戦略」

	公表日
	2021年　　7月　　27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	自社ホームページ／ヒサノDX戦略
https://www.kk-hisano.co.jp/dx_strategy

	記載内容抜粋
	株式会社ヒサノは、重い商品や高価で精密な機械を、丁寧に運び設置することで、 お客様のビジネスの発展を支えていきます。また、人が主役の会社として、社内のコミュニケーションを活性化し「働くことを幸せにつなげる」物流会社として、デジタル技術を駆使し、最適な物流の実現、業務プロセスの改善、進化する物流サービスを提供し、九州全域の輸配送網を構築し、我が国の医療体制や各種精密機器のサプライチェーンなどのライフラインを支える企業を目指します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	DX戦略の内容は、2021年7月27日に実施した取締役会で承認しました。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社ヒサノ　DX戦略　　
「DX戦略」

	公表日
	2021年　　7月　　27日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	自社ホームページ／ヒサノDX戦略
https://www.kk-hisano.co.jp/dx_strategy

	記載内容抜粋
	株式会社ヒサノは、DXを通して「働くことを幸せにつなげる」物流会社としてユニークな存在であり続けたいと考えています。デジタル技術やデータを使った以下の戦略で経営ビジョンを実現します。
①最適な物流の実現（保管・輸送・設置）
②データに基づく業務プロセス改善
③進化する物流サービスの提案（顧客開拓、商品企画、採用）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	DX戦略の内容は、2021年7月27日に実施した取締役会で承認しました。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	自社ホームページ／ヒサノDX戦略推進体制
https://www.kk-hisano.co.jp/dx_strategy

	記載内容抜粋
	当社のDX戦略は、経営企画部門による全社横断機能強化の下、「DX推進事務局」を中心に２名のITCと顧問契約を締結して推進します。新たにIT担当者を採用し現場のニーズや課題を把握しながら進めてまいります。必要に応じて財務、労務、法務、ウェブ、IT等の外部専門家と連携しながら運用していきます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	自社ホームページ／ヒサノDX戦略
https://www.kk-hisano.co.jp/dx_strategy

	記載内容抜粋
	中期経営計画を実現するために、重点的に取り組む事項を以下の通り定めました。
◆人と組織：働きやすい職場環境、教育体制、採用計画
◆営業：既存客への新提案、倉庫提案、ウェブ活用
◆IT/DX：業務プロセス、労務管理、データ解析
◆セキュリティ・BCP：情報セキュリティ体制、緊急事態への対応、ネットワーク環境



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	自社ホームページ／DX戦略：「中期経営計画とKGI」
「中期経営計画とKPI」


	公表日
	2021年　　7月　　27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	自社ホームページ／ヒサノDX戦略　「中期経営計画とKGI」「中期経営計画とKPI」
https://www.kk-hisano.co.jp/dx_strategy

	記載内容抜粋
	（１）DX戦略におけるKGI：売上高
（２）DX戦略のKPI：3年後（2024年）の達成目標
■社員一人当たりの付加価値額の向上
■売上高の向上
■業務・労務システム開発　　　
■ウェブ問い合わせのコンバージョン率　
■情報セキュリティ体制の構築



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年　　９月　　13日

	発信方法
	自社ホームページ／ヒサノDX戦略　「ヒサノDX戦略　社長メッセージ」で、四半期ごとに進捗を公表する。
https://www.kk-hisano.co.jp/dx_strategy

	発信内容
	社長メッセージ　（抜粋）
◆株式会社ヒサノは、高度成長期のピアノ運送のノウハウを活かして、重くて、精密なものを大切に運ぶことをコアコンピタンスとして成長してきました。
◆一方で、人手不足、業務の属人化、IT化の遅れ、業務プロセスのブラックボックス化が顕著であり、これまで、請求業務や運行管理、経理業務等にパッケージソフトを導入して改善は進めてきたものの、全体最適への対応や、セキュリティ対応が課題でした。
◆2020年4月から業務プロセスの可視化を行い課題を抽出後、中核である配車プロセスを変革するため「横便箋システム」開発に着手し、既存システムの改修も含めて「IT３か年計画」を立案しました。
◆「横便箋システム」は、2021年7月に稼働開始し、順調に安定運用しています。次ステップとして「DX戦略」に取りまとめ、現在、DX推進事務局を中心に推進しています。
◆また、福岡県古賀市に新設する「営業倉庫」（投資額１０億円）の「倉庫管理システム」及び「横便箋システム」との連携を計画中（2022年6月稼働予定）です。
◆2021年6月からウェブ解析士も加わり、「横便箋システム」「倉庫管理システム」「ホームページ」のデータ解析に基づく、新サービスの提案、他の運送業者との連携を含めた物流サービスの高度化を構想し、2022年の新倉庫の稼働に併せてHPの刷新を予定しています。　　



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	２０２１年７月２７日


	実施内容
	DX推進指標　自己診断を実施。
別途添付（DX推進指標　自己診断フォーマット）



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	２０２１年１月頃　～　２０２１年７月頃


	実施内容
	「情報セキュリティ基本方針」を策定し公表しました。
「情報セキュリティハンドブック」を作成し、全社員に対するセキュリティ教育を実施しました。
「セキュリティアクション」の二つ星宣言（2021年6月）
を行い、定期的にセキュリティ監査を実施予定です。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

